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小特集　要素賦存・産業構造・生産性と地域間経済格差一県別産業生産性データベースによる実証分析

地域問の人的資本格差とその要因†

徳井丞次・牧野達治・児玉直美・深尾京司

　本論文は，Caves，Christens凱Diewert（1982）が提案した指数作成方法を使って，学歴だけでなく

その他の労働投入属性も同時に考慮しながら地域問の人的資本の量と質を相対比較する方法を提案し，

「国勢調査」のデータを使って地域間の人的資本の質格差指標を作成し，その要因を中心とした幾つ

かの分析を行った．主な結果は次のとおりである．1）1970年から2008年までの約40年間で人的資
本の質の地域間格差は縮小してきているものの，なお3割程度の格差が残存している．また，こうし

た地域間の人的資本格差は労働生産性格差と明瞭な正の相関を持っており，両者の関係はむしろ近年

強まってきている．2）人的資本の質の地域間格差を属性で要因分解したところ，1970年時点では学

歴に加えて産業立地要因が重要な地域間格差の発生原因となっていたが，その後の40年間で産業立

地要因は剥落し，学歴要因のみが人的資本の質の地域間格差の主要要因となっている．3〕若年者労働

移動は，地域の人的資本の総量面では大きな影響を与えており，その意味では地域間の人的資本の偏

在をもたらしているものの，人的資本の質の面に注目すると，必ずしもそうした傾向はみられず，ま

たその影響の大きさもさほど重要ではないことが確認された．
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　　　　　　　　1．はじめに

　この論文てば；地域問の属性別労働投入の構

成の違いに着目して労働投入の質の格差（ここ

では人的資本の質の神域間格差とも呼ぶ）を計

る方法を提案し，その指数をr国勢調査」の都

道府県別，属性別就業者数の情報に基づいて計

測する．作成した指数を使って人的資本の質の

地域問格差と地域の生産性の問にどのような関

係がみられるかを確認した後，こうした人的資

本の質の地域間格差はどのような属性要因によ

って決まっているのか，また若年者労働移動が
それにどの程度影響を及ぼしているのかを検討
する．

　経済成長において人的資本が果たす役割の重

要性は，経済成長論の文献で幾通りにも仮説が

提示されてきた．その一つは，M㎝kiw，Ro－
mer㎜d　Weil（！992）に代表される，人的資本を

導入してソロー・モデルを拡張するものである．

このモデルによれば，人的資本の水準が高い経

済は同時に資本蓄積を促し，長期（定常状態）で

はより高い一人当たり所得水準ヒ到達すること

ができる、一方，Lucas（1988）を鴫矢とする内

生的成長理論では，人的資本の一定割合を新た

有人的資本の蓄積に振り向けることによって，

長期（定常状態）の成長率そのものを押し上げる

ことができるとされる．さらに，NeIsonand
Phe1ps（1966）一やBenhabib　and　Spiege1（1994）な

どは，人的資本水準が高い経済には，より高い

研究開発能力や，先端技術への高いキャッチア

ップ能力が備わっていることに着目している．

　こうした仮説に基づいて数多くの実証研究も

積み重ねられているが，その際の研究上の工夫

の一つが，地域ごとの人的資本の水準をいかに

して測るかということである．この分野の多く

の研究では，その経済の労働者の平均的な教育

水準の違いを使っている1）．こうした学歴のみ

を指標とした人的資本の計測では，学校教育を
通じた人的資本の形成のみを取り上げているこ

とになるが，この点についてオン・ザ・ジョ

ブ・トレーニングのような経験を通じた人的資

本形成の重要性もしばしば指摘されている．

　本研究では，日本の都道府県別就業者の属性

構成について，「国勢調査」の情報を使えば学

歴に限らず，年齢階層，性別，就業している産

業などの情報も得られることから，二うしたよ

り多くの情報量を含む地域問人的資本質格差の

指標を作成する2〕．複数の投入要素と産出があ

るもとで，地域問のようなクロスセクションの

生産性比較の方法は，Caves，Christensenand

Diewert（1982）によって提案されており，本研

究の方法もその考え方に基づく．この方法によ

って地域間人的資本格差を計測する利点は，多

様な就業者属性を一度に考慮することができる

ことに加えて，地域問人的資本格差（労働の質

の差）が基準地域（産業）のマンアワー・べ一ス

の労働投入に換算して何倍という明瞭な数値で

表されることである、後者の特徴は，その結果

を成長会計に適用する場合には便利である3）．

　他方，その短所としては，指標作成の過程で
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各生産要素の要素価格がその限界生産性と対応

することを仮定していることであり，何らかの

理由で現実にはこの仮定から乖離があるならば，

その分だけ地域間人的資本格差の計測結果にも

誤差が含まれる可能性が生じる4）、また，人的

資本形成といっても，フォーマルな学校教育に

よって得られるものと，オン・ザ・ジョブ・ト

レーニングなどの経験を通じて得られるものと

では性質が異なるとすれば，それらを一つの指

標にまとめることにはそもそも限界があるかも

しれない．本論文で紹介する結果については，

こうした点に注意が必要であろう5）．

　本論文の構成は次の通りである．まず，第2

節では，r国勢調査」のデータを使って計測し

た都道府県問の人的資本の質の格差指標の結果

を報告し，それと地域間の労働生産性及び全要

素生産性（TFP）との相関を検討する．第3節
では，計測された人的資本の質の地域間格差が，

ここで考慮した労働投入属性（性別，学歴，年

齢，産業）のうちどの属性要因によって主とし

てもたらされているのか，またそれは時期
（1970年から2008年まで）によってどのように

変化してきたかを確認する．また，時系列方向

の人的資本の質の伸び率や，産業別の特徴につ

いても言及する．第4節では，人的資本の地域
間の偏在が若年者労働移動によってどの程度も

たらされているのかを，本論文で使った指数作

成方法を応用して検討する、最後の節で，得ら

れた結果を要約しその合意を述べる、

2．人的資本の質の地域間格差の推移と労働生

　産性

　地域間でその生産要素投入，産出，生産性な

どを比較しようとするとき難しいのは，地域

Aと地域Bではその生産要素の投入構成，産
業構造，。そ．して生産技術・（生産性）が全土異なっ

ていると考えられるため，そのなかの一つ，例

えば労働投入の違いだけを取り出して，他の条

件の違いを無視できるものとして比較すること
が許されないことである．こうした困難を克服

して地域問の相対生産性を比較するための便利

な方法を，Cave高Christensen，Diewert（1982）

が提案しており，本論文では彼らの手法を応用

して，地域別の人的資本の量と質を次のように

計測する6〕，地域7の労働コストに占める各属

性別労働投入のコストシェアをω、碗，地域プ内

の属性mの労働投入（マンアワー）を五mとして，

平均地域（変数の上にバーを付けて表す）を基準

とした地域プの人的資本総量の相対量κを次
のように求めることができる．ただし，属性m

は産業×性別×学歴×年齢の区分からN分類
あるものとする（m＝1…N）．
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鮎一
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　この指数は推移律を充たすので，例えば地域

∫を東京としてこれを比較の基準とすることに

すると，各地域プの地域∫（本論文では東京と

する）に対する人的資本総量の相対量は，（1）式

を元に次のように求めることができる．

　　　　　1og∬附＝1og　Hr－109H∫　　　　　（2）

さらに，人的資本総量∬はマンァワー投入量
工と労働の質（人的資本の質）Qに分解すること

ができるので，∬＝工Qから，

　　　　1og　Q燗＝109H附一1og工術　　　　　　（3）

の関係を使って，（3）式右辺の第ユ項には，（1）

及び（2）から求め’た各地域プの地域∫（東京）に

対する人的資本総量の相対量を，（3）式右辺の

第2項には，マンァワーで測った各地域7の
地域∫（東京）に対する相対投入量を入れること

によって，地域∫（東京）を基準にした各地域γ
の人的資本の質格差指数垂作成することができ

る．

　われわれは1970年，1980年，1990年，2000
年，2010年のr国勢調査」のデータから性別，

年齢別（5歳刻み），学歴別，就業している産業

別（23産業）の属性区分に基づく就業者数のデ
ータを使用し，（1）（2）（3）式を使って各年の都

道府県別人的資本の質格差を求めた．その結果

を報告したのが，図ユである．ここでは，1970

年（図1－A）と2008年（図1－B）の結果のみを示

している．2008年は，今回われわれが作成し

た都道府県別産業生産性（R－JIP）データベース

（R－JIP）のデータ最新年に合わせて，2000年と

2010年の国勢調査データを線形補間し作成し
たものである．また，（3）式左辺の対数を外し

て何倍の単位で示している（比較の基準地域と

した東京都は，定義によって1倍である）．
　図1－Aをみる一と，ユ970年時点では，人的資

本の質の順位トップの東京都と下位層の都道府

県の問には，人的資本の質の面で大きな開きが

あり，その差は（東京都を比較の基準として）7
割に及んでいた（1÷0．6＝1．7）、この状態は，

その後の時代とともに徐々に解消し，図1－B

をみると，2008年時点では順位トップの東京
都と下位層の都道府県の間の乖離は最大3割程
度に止まっている（1寺O．8＝！．3）．一方，この

約40年間で，都道府県別の順位に大幅な入れ
替わりはなく，上位層の地域は概ね上位層に留

まり，下位層の地域も下位層に留まっている傾

向がある．ただし，細かくみると順位の入れ替

わりはあり，1970年から2000年までには東京

都，神奈川県に続いて3位に位置していた大阪

府は，2008年には5位に順位を下げている．
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　　　　　蕪

これと対照的なのが愛知県で，1970年には8
位であったが，その後！980年7位，1990年6

位，2000年6位と徐々に順位を上げて，2008
年には3位となっている．

　次に，図2で，都道府県別の人的資本の質格
差と労働生産性の関係をみてみよう．この図は，

1970年から10年おきに2000年までと，2008
年について，都道府県別の人的資本の質格差を

横軸に，労働生産性を縦軸にとってプロットし

相関をみたものである．これをみると，この約

40年間を通して地域の人的資本の質と労働生
産性の問には明瞭な正の相関を観察することが

できる、この結果は，ソロー・モデルに人的資

　　　　　　榛　　　　　　　　　黒　　　塑

本を含むように拡張したMankiw，Romerand
Wei1（1992）の仮説とも整合的である7〕、この図

からいま一つ興味深いことは，人的資本の質格

差は最近年に近づくほどだんだんと縮まり，横

軸方向のプロットの幅は徐々に狭まっているの

に対して，縦軸方向の労働生産性の格差幅はほ

とんど変わらず，その結果プロットされた点の

塊の右上がりの度合いが少しずつ急ごう配にな

ってきていることである．その結果，同程度の

人的資本の質格差が労働生産性に与える効果は，

近年になるほどより大きくなっているのだが，

これは産業の知識・技術集約化とともに，人的

資本の労働生産性寄与が上昇してきたことを反
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図2．人的資本の質格差と労働生産性の相関
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映している可能性がある8）．　　　　　　　　　　　1次効果は4種類の属性ごとに求められるが，

　きて，第1節で言及したように，Ne1sonand　例えば学歴の1次効果を例にして，その作成方
Phe1ps（1966）やBenhabibandSpiege1（1994）な　　法を説明しよう・先の（！1）式による計算では・

どのモデルでは，人的資本の水準が高い経済に　　全ての種類の属性区分に基づき，その幾何平均

は，より高い研究開発能力や，先端技術への高　　からの乖離率（対数値の差）にウェイトとなるシ

いキャッチアップ能力が備わっていると想定さ　　エアを掛けて合計して指数を求めた．このなか

れている．その場合には，地域問の人的資本格　　から学歴構成の違いによる1次効果のみを取り

差は，単に労働生産性の差をもたらすだけでな　　出すには，学歴以外の属性区分は考えずに学歴

くて，全要素生産性（TFP）の水準またはその　　区分だけに就業者数とコストシェアを集計した

伸び率の違いをも生み出す可能性がある．そこ　　うえで，同様の方法で指数を作成する．東京基

で，人的資本格差と地域別相対TFP，きらに　　準に変換してから，マンアワー投入量の変化率

地域別のTFP伸び傘との相関の有無を検討し　　を差し引く後の計算過程は同じである。このよ
たが，いずれも相関はみられなかった．これは，　うにして，性別，年齢別，学歴別，就業してい

日本の地域問では技術伝播のバリヤーは低く，　　る産業別の4種類の属性についてそれぞれ1次
人的資本の質格差が，利用可能な技術水準の格　　効果を求めることができる．これが各属性別の

差にまでは結びついてないことを示している．　　主たる効果とみることができる．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただ，これらの1次効果を全て合計しても，
3・人的資本の質の地域間格差指数の要因分解　　元の質指数には一致しない．その理由は，例え

　と産業別特徴　　　　　　　　　　　　　　ぱ，性別と学歴とか，学歴と就業先産業とか複

　それでは，こうした人的資本の質の地域間格　　数の要因が相互関係を持ちながら質指数に影響

差は，地域間の労働投入の属性構成の違いのう　　している部分があるからである．この部分が，

ち，どの属性要因によって大きく規定されてい　　高次の効果，われわれのデータでは2次，3次，

るのであろうか．本論文で人的資本の地域間質　　4次の効果で補われる．例えば，性別と学歴の

格差を計測するのに使っているトロンキスト指　　2次効果を求めるには，次のように計算する、

数の属性ごとの要因分解は，Jorgenso凪Go11op　　まず，性別と学歴の区分のみを残して，他の属
and　Fraumeni（1987）が提案している．彼らが　　住区分を無視して就業者数とコストシェアを集

時系列データのトロンキスト指数に適用した方　　許した指数を作成する．続いて，東京基準に変

法は，われわれの作成したクロスセクション・　摸してから，マンァワー投入量の変化率を差し

データの指数にも，同じくトロンキスト指数の　　引くが，その際さらに性別と学歴の1次効果

形をしているので当てはめることができる．わ　　（対数値）も差し引くのである．このようにして

れわれのデータは，就業している産業区分も含　　いぐど重複計算は避けられ，2次効果，3次効

めると4種類の属性からなるので，この手法を　　果が順次求められる．最後に残った残差は4次

使うと，指数を4つの1次効果，6つの2次効　　効果となるので，このようにして質指数の完全

果，4つの3次効果，！つの4次効果に分解す　　な分解ができる．
ることができる．　　　　　　　　　　　　　　　　われわれはこの要因分解の計算を，1970年，
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1990年，2008年について行ったが，そのなか
の！970年のものを表！として示している、こ
こでは，要因分解の結果を，見やすいように対

数を外して表にまとめている．このため，表の

左端欄の質指数は，1次効果から4次効果ま．で

の合計ではなくて，掛け算で一致するよ一う一にな

っている．2次効果から4次効果までの高次効
果は合計が1に近く，全体としては質指数に僅

かな効果を持っているに止まっていることが分

かる．重要な1次効果のなかでは，学歴の！次

効果が主要な質指数の規定要因となっているこ

とが分かる、このことは，この40年弱の期問
を通じて共通している．

　1970年には，学歴に続いて産業も地域問格
差に寄与しているが，こうした属性の間の相対

的な重要性とその推移を確認するために，重要
な1次効果のみを取ら出してグラフに表示した

のが，図3－Aと図3－Bである．まず図3－Aか

ら1970年の要因分解をみると，学歴に続いて
地域の産業立地が重要な地域間格差発生要因と

なっている．また，4種類のユ次効果の合計値

は，実際の地域間格差を過大推計していること

から，これらの1次効果には正■の相関があるこ

とが分かる．続いて，約40年後の2008年の要

因分解を図3－Bでみると，地域の産業立地の
要因がほとんど剥落し，労働者の学歴構成の要

因がほぼ単独で地域間人的資本格差を発生させ

るようになっていることが分かる．地域問の産

業立地の差異が人的資本格差の要因となるのは，

産業によって賃金水準に格差があり，低賃金の

産業が多く立地して低賃金の就業機会しかない

地域では，結果として人的資源が劣位のように

みえてしまうことからくゑ．近年の日本経済の

賃金構造に関する研究では，こうした産業問の

賃金格差は小さくなってきていることが報告さ

れており9〕，図3－Bで産業立華要因が剥落．レた

のはこうした変化を反映してのことと推察され

る10〕．その結果，地域の就業者の学歴構造の違

いが際立つようになっている．

　以上みてきたのと同じ要因分解の手法を，各

都道府県別の人的資本の質指数の伸び率に適用

して，時系列方向の変化の要因分解を行うこと

も可能である．作成したグラフを示すのは省略

するが，ユ970年から2008年の全期間での変化
について簡単に要点を挙げておこう．まず，1

次効果で見て全国押し並べて最も大きく指数の

伸び率に寄与しているのは学歴要因である．そ

れに続いて産業要因も多くの地域では重要であ

るが，こちらは地域間でばらつきがあり，東京，

神奈川，大阪など大都市では小さく，その変化

がクロスセクションの地域問格差要因から剥落

していった経緯を時系列のデータからも裏付け

研　　宛

ている11〕、これに対して，年齢は全国の多くの

地域では指数の伸び率に対してそれほど重要な

寄与をしていないが，東京，神奈川，大阪など

大都市では大きく，計測期問の初期時点である

1970年頃に地方から大都市へと大量に移動し
た若年労働者（ほぼ団塊の世代にも対応する）が，

その後の40年間で年齢を重ねて都市部の人的
資本の質向上に寄与してきたことを反映してい
る．

　この節の最後に，人的資本の質の格差指数を

都道府県×産業別に作成し，産業別に分けてみ

たとき，どのような産業で人的資本の質の地域

間格差が時間とともに縮小する傾向にあるのか

探索しようユ2〕．都道府県×産業別の人的資本の

質格差指数を使って，23産業分類の各産業別
に，横軸に1970年時点での地域間人的資本の
質格差を，縦軸にユ970年から2008年の人的資

本の質の伸び率をとってデータをプロットした

グラフを描いてみた結果，製造業と非製造業と
で対照的な特徴が得られることが分かった1そ

のなかから，ここでは図4－Aに①建設業，②
卸売・小売業，③金融・保険業の非製造業，図

4－Bに④一次金属，⑤電気機械，⑥輸送用機械

の製造業の結果を代表例として示している．図

4－Aの①建設業，②卸売・小売業，③金融・
保険業で典型的に示されているように，非製造

業の分野では，1970年には投入される人的資
本の質に大きな地域問格差があったが，その後

こうした地域間格差が縮む方向で推移したこと

が示されている、他方，図4－Bの④一次金属，

⑤電気機械，⑥輸送用機械で典型的に示されて

いるように，製造業の各業種では，例外の東京

都を除けば，投入される人的資本の質格差は

1970年の出発時点でそれほど大きくはなかっ
たが，その後も格差が縮む傾向は示されていな

い．このように，同一産業内での人的資本の質の

地期問格差は，データの出発点のユ970年にも

ともと地域間格差が太さかった非製造業で，そ

の後地域間格差が縮小していく動きがあり，こ

のことも産業立地要因の地域間人的資本格差の

重要要因からの剥落に影響しているとみられる．

4．若年者労働移動が地域間人的資本格差を生

　　み出しているのか

　以上みてきたように，地域問の人的資本の質

格差は，この40年間で徐々に縮小してきたも
のの，近年でもこの格差は残っている．また，

質指数の要因分解から，1970年時点では，地
域の労働力の学歴構成の違いに加えて，地域間

の産業立地の違いがその主たる要因となってい

たが，この40年間で地域間の産業立地の違い
による要因は剥落し，労働力の学歴構成の違い



表1． 人的資本の質格差指数（東京＝1〕の要因分解（1970年）

1次効果 2次効果 3次効果 4次効果

質手旨数 合言十 産業 学歴 一性 年齢 合計 産業X 産業X 産業X 学歴X 学歴X 性× 合言十 産業X学 産業X学 産業X1性 学歴X一性 産業X学歴
学歴 一性 年齢 性 年齢 年齢 歴×性 歴X年齢 ×年齢 ×年齢 X性X年齢

→ヒ海道 O．740 O．720 O．92－5 0．769 O．983 1．030 ］．．027 1．070 O．999 O．977 玉．02C O，972 O．993 ユ．OユO ユ．O02 O．997 1．005 1．O06 0．991

青 森 O．6ユ9 O．558 0．794 O．711 O．951 1．039 1．099 1．119 1．019 O．978 1．025 O．977 O．983 1．C26 1．OOO ユ．O0！ ！．012 1．013 O，985

着 手 O．635 O．560 O．805 O．714 O．935 1．042 1．！！8 ユ．130 1．025 0．978 1．027 0．979 O，982 ユ．029 O，998 ユ．002 ユ．016 ！．Oユ4 O．984

宮 城 O．731 O．688 0．877 O．790 O．957 1．037 1．053 1．076 ！．016 O．979 王．021 O，979 O，984 1，022 O．998 1．O02 1．012 1．009 O．987

秋 田 O，637 O．569 O．795 0．720 0．944 ユ．05－3 ］．．097 1．！28 1．020 O．980 1．026 O．964 O．984 ！．035 O．999 ユ．O08 1．016 1．011 O．986

山 形 0．676 O．599 0．8宮5 0．732 O．938 ユ．044 ユ．ユ22 ユ．ユ22 ユ．023 0，990 ユ、026 0．980 0．982 ユ．0ユ7 O．999 O．997 ユ．0ユ2 1－O09 O．989

福 島 O．684 O，608 O．856 O．728 O．939 1，039 1．122 1．122 1．023 O．985 ユ．026 O．983 O．984 ！．O／9 O．999 O．995 1．014 1，011 O．984

茨 城 O．706 O．634 O，875 O．735一 O．954 1．033 1．105 1．122 1．027 O．978 1．024 O．979 O．978 1．025 O．997 1．OOO 1．C15 1．012 O．984

栃 木 0．735 O．660 O．903 O．75ユ O．947 ユ、029 ユ、108 1．113 1．024 O．980 1．024 O．983 O．985 1．020 O．998 o．999 1．012 1．010 0．986

群 馬 O．747 O．6ブ4 0．9暑4 0．754 O．945 了．023 1．101 1．105 1．025 O．985 1．025 O．976 O．986 1．020 O．998 ！．O04 1．OユO ｝．O08 O．987

埼 玉 O．828 O．798 1．013 C．785 O．975 1．029 1．022 1．077 1．O05 O．972 1．0！8 O．976 O．977 1．029 1．O01 ユ．O05 1．013 1．0！0 O．986

千 葉 O．787 C，752 O．942 O．792 O．972 1．036 1，031 1．082 1．O08 O．97！ 1．019 O，979 O，976 ユ．031 1．O02 ！．O03 1．014 1．012 O．985

束 京 1．OOO 1。．OOO 1．000 1．OOO 1．OOO 1．OOO ユ．OOO ！．000 1．OOO 1．OOO 1．OOO 1．OOO ！．OOO 1．OOO 1．OOO 1．OOO 1．000 工．000 1．OOO

ネ中奈川 O．989 O．987 1．1書2 O．856 1．O04 1．014 O．994 1，040 O，986 O，989 1，012 O．983 O，984 1．018 1．O02 ／．O04 1．O06 1．C06 O．991

新 潟 O．687 O．616 O．877 O．724 0．939 1．034 1．ユ07 王．1王6 1．021 O．983 1．028 O，976 O．984 1．02！ 1．OOO o．999 1．012 ユ．010 O．986

宮 山 O．767 O，695 O．954 O．759 O．933 1．028 1．084 ！．088 ！．017 O．984 1．027 O．978 O．991 1．026 O．999 王．O09 1．008 ユ．OユO 0．992

石 川 O．738 O．668 O．923 O．755 O．933 1．027 ！．094 1．086 1．028 O．987 1．027 O．978 O．988 1．021 O．998 ／．O06 王、O07 1．010 O．990

福 井 O．736 O．641 C．9．10 O．741 O．926 ！．026 1．145 1．109 1．042 O．992 1・．028 O．986 O．985 1．015 O．995 ／．O04 1．O06 1．010 O．988

山 梨 0．734 0．脳6 0．866 0．769 0．944 ユ．028 ユ．ユ28 ユ．ユ03 ユ．033 O．990 ユ．025 O．989 O．987 ユ．Oユ8 O．997 ユ．O03 1，O09 1，O09 O．989

長 野 O，752 O，662 O．907 O．764 O．929 1．028 1．13／ 1．105 ｝．031 O．993 1．029 O．987 O．985 王．O王9 O．997 ／、O02 1．012 1．010 O．985

枝 阜 O．731 O．655 0．936 0．733 O．935 1．023 1．117 1．！！1 1．028 O．984 1．026 O．980 O．988 1．011 O．996 1．OOO 1．O05 1．O09 O．988

静 岡 O．795 O，750 C．983 O．772 O．962 1．027 1．050 1．085 1．O05 O．979 1．023 O．978 O，984 1．022 1．OOO ／、O03 1．O王O 1．O09 O．988

愛 知 O．851 O．812 ユ．035 O，797 O．974 1．012 1．039 1．073 ユ．003 O．983 王．0！8 O．976 O．988 1．020 1．OOO ！．O06 1．OC5 1．O09 O．989
一一

v
重 O．751 O，684 O．949 O．740 O．950 ｝．026 1．093 1．104 1．014 0．986 1．024 O．982 O．984 1．017 0．998 o．999 1．O王O ユ．01C O．987

滋 賀 O．729 O．647 O．9王5 O．743 O．937 1．016 1．106 1．106 1．035 O．981 1．026 O．977 O，982 1，031 O，996 1．010 1．0！4 1．011 O．988

京 都 0．869 0．819 O．994 O．844 O．968 1，O08 1．058 工．049 1．026 O．993 1．Oユ7 O．990 O．985 1．O13 O．996 ユ．O06 1．O02 1．OC9 O．991

大 阪 C．912 O．891 1．C18 O．868 0．999 ユ．O09 1．016 1．040 O．996 O．990 1．0／1 O．989 O．990 1．014 1．O00 ！．O05 ！．O02 王．O06 O．993

乗 庫 O．892 O．861 1．061 O．811 O．979 1．022 1．026 1．060 O，995 C．985 1，018 O，985 O．985 王、019 1．OOO 1．C04 1．O06 1．009 O．991

奈 良 C．757 O．701 0．900 O．787 O．965 王．026 1．06ユ ユ．088 ユ．021 0．982 ユ．020 0．975 O．978 ユ．025 0．998 ユ．007 ユ．0ユ0 ユ．0ユエ o，99ユ

和歌山 O．786 O．721 O．948 O．763 O．965 1．033 1．088 1．093 1．0！3 O．989 1．023 O．990 O．982 1．015 O，999 ！．OOO 工．O07 1．O09 O．987

一島 取 O．711 O．622 O．859 O．763 O．920 1．032 1．120 1．093 1．028 O．994 1．028 O．989 O．985 ｝．031 O．998 ／．ClO 1．010 1．013 O．989

島 根 O．674 0．578 O．835 O．723 O．928 王．03ユ ユ．ユ60 ユ．ユエ8 ユ．028 ユ．OOO ユ．028 ユ．OOO O．98ユ 1．02ユ O．999 O．996 1．C13 ！．013 O．985

岡 山 O．783 O．710 C．936 O．788 O．941 1．023 1．088 1．090 1．020 O．989 1．025 O．985 O．980 1．026 O．996 1．005 1．011 1．013 O．989

広 島 O．869 O．836 1．038 O．819 O．958 1．027 1．024 ！．056 1．O02 O．987 1．023 O．977 O．981 1．028 O．998 ！．0！1 ユ．O07 1．Oユ1 O．988

山 口 O．828 O．770 O．985 O．798 O．950 1．030 ユ．068 1．068 1．009 O．994 1．025 O．989 O，983 1．018 O，997 1．O03 1．C09 ！．O09 0．990

徳 島 O．702 O，628 O．871 O．741 O．941 1．034 1．103 1．107 1．021 O．987 1．024 O．985 O．980 1．026 O．998 ／．OOl 1，011 1．016 O．988

番 川 O．761 O．691 O．916 O．783 O．933 1．033 1．084 1．080 1．023 O．987 王．026 O．985 O．983 1．028 O．998 ！．O08 王．O11 1．011 O．989

愛 媛 O．748 O．68！ O．915 O．762 C．948 ユ．031 1．090 1．097 1．016 O．988 1．023 O．984 O．982 1．021 O．999 O．999 1．012 1．011 O．987

高 知 O．668 Q．600 O．846 O．732 O．934 1．036 1．100 1．lo工 1，015 O，994 1，024 C．989 O．978 王．026 1．O03 O．997 1．012 1．014 O．987

福 岡 O．860 O．828 1．O07 O．828 O．962 1．032 1，035 1，048 1．O01 O．987 1．022 O．988 O．990 1．0！4 1．O01 ！．OOO 1．O07 1．O07 O，990

佐 賀 O．699 O．624 O．855 O．761 O．930 1．032 1．107 1．093 ！．02王 O．988 1．028 O．992 O，986 1．027 1．OOO 1．0C2 1．016 1．O09 O．985

長 崎 O．755 0．703 0．933 0．760 0．957 1．036 ユ．㏄6 1．078 ユ．004 0．985 ユ．023 O．990 o．987 ｝．02ユ ユ．G03 O．997 ユ．0ユエ ユ．009 0．987

熊 本 O．674 O．607 O．825 C．761 O．933 1．036 1．107 1．093 1．022 O．9跳 1．028 O．993 O．986 1．018 O．999 O．995 ユ．016 1．O08 O．986

大 分 C．719 O．649 O．855 O．787 O．934 1．033 ｝．102 1．084 1．026 O．987 1．026 O．994 O，984 1，019 O．997 O．999 1．013 1．010 O．986

宮 崎 0．653 0．585 O．825 0．73ユ 0．934 1．038 ユ．ユ08 ユ．ユOユ ユ．026 0．984 ユ．029 O．987 O．982 玉．024 O．999 1．OOO 1，014 1．O工1 O．984

鹿児島 O．624 O．533 O．775 O．731 O，9I7 1．027 1．187 1．117 1．040 O．999・ 王．034 1，OC3 O．986 1．O01 O，994 O，989 1．010 1．O08 O，985

沖 縄

N
①
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図3－A．人的資本の質格差指数の要因分解一次効果（1970年）
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による要因が地域間の人的資本格差を残存させ　　はないかという仮説に違和感を持つ人もいるか

ている．それでは，都道府県を跨いだ若年者の　　もしれない．生産要素移動に対する標準的な見

労働移動が，こうした地域問の労働力の学歴構　　方では，それは豊富で限界生産性が低い地域か

戌の格差をどの程度生み出しているのだろうか．　らより希少で限界生産性が高い地域へと移動し

　ここで，自由な労働移動が労働力という生産　　て，要素賦存の均一化をもたらすと考えられて

要素の地域間賦存の偏りをもたらしているので　　いるからだ．しかし，労働移動が単なる就業者
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　図4－A　産業別にみた人的資本の質の地域間格差の収束の有無（非製造業　①建設業．②卸　小売業　③金融　保険業）
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図4－B　産業別にみた人的資本の質の地域間楮差の収束の有無（製造業　④一次金属．⑤電気機械　⑥輸送用機械）
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数の変化ではなく，移動する労働者の教育水準

という人的資本を伴ったものであり，さらに知

識集約型産業に集積傾向があることから，むし

ろ労働移動が人的資本の偏在をもたらしている
のではないかと考えられる．Shioji（2001）は，

地域間労働移動が所得格差の収束に寄与してい

るとは言えない先行研究の結果を受けて，より

高い人的資本を持った労働者が数多く移動して

いる効果によってこうした結果がもたらされて

いるのではないかという仮説を立てて，1960

1』OO

年から1990年の日本経済の地域間労働移動に
ついてこの仮説を検証している13〕．

　われわれは本論文で用いてきた人的資本の相

対指数の作成方法を応用して，Shioji（2001）と

は異なる方法で，若年者の労働移動が地域間の

人的資本格差を生み出しているか否かを検証す

る．われわれの方法は，1990年時点で30－34

歳の年齢階層であった世代と，2000年時点で
30－34歳の年齢階層であった世代を取り上げて，

彼らの全員が最終学歴の教育を終了した後にぞ
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の出身地の都道府県で就業したとしたらという

仮想的なケースを考えて，それと現実の各都道

府県の学歴別就業構造を比較して，都道府県を

跨ぐ労働移動がなければ人的資本は現実の何倍

になっていたかを計算するものである．この方

法によって，地域問のこれら世代の人的資本ρ

総量に対する労働移動の影響と，人的資本の質

に対する影響をそれぞれ計算し都道府県間の比

較を行うことができる．

　ここで，若年者の労働移動に注目したのは，

最終学歴の教育終了時の新卒での就職に際して

都道府県を超えた労働移動が生じやすいと考え

られるからであり，30－34歳の年齢階層に注目

したのは，この年齢階層までにはほとんどの者

が最終学歴を終え就業地に定着しているものと

予想されるからである．

　そこでまず，（ユ990年時点と2000年時点の）

30－34歳の年齢階層の者が，まだ若くて中学校

を修了する前の10－14歳の年齢階層であった
20年前（すなわち1970年と1980年）の都道府
県別，性別人口から出発する．彼らの学校卒業

（中卒と高卒）時点での上級学校への進学者数は，

「学校基本調査」の該当年次の都道府県別，性

別進学率を当てはめて計算することができる．

このようにして，この時代のこの年齢階層が都

道府県別，性別にどのような学歴を構成してい

ったかを求めた．また；彼らが20年の歳月を

経て30・歳から34歳年齢層になるまでの死亡事

については，r人口動態統計」から対応する年

齢階層の対応する時期の死亡率を当てはめて計

算した（ただし，死亡率は全国の数値を当ては

めている）．最後に，彼らが30歳から34歳年
齢層になったときの性別，学歴別の就業率は，一

r国勢調査」の実際のデータから都道府県別，

性別，学歴別の就業率を計算して当てはめた結

果，都道府県を超えた労働移動がないものと想

定したケースの仮想的就業者数（都道府県別，

性別，学歴別）を求めることができる．

　以上のようにして，1990年と2000年につい
て，30－34歳年齢層の都道府県別就業者を，性

と学歴の属性別に，現実の就業者数のデータと，

都道府県を超える労働移動が起こらなかったと

仮定した場合の仮想的数値の2種類得た1そこ
で，仮想数値を現実データに対して比較するた

め，第2節の（1）式と同様な計算式を適用する

と，次の（4）式のようになる、ここでは，2種

類のデータの比較なので（1）式の形がそのまま

適用できる．（1）式と（4）式の違いは，（1）式が

2つの異なる地域（その一方は平均地域）を比較

した指数になっているのに対して，（4）式は仮

想ケースと現実を比較した指数であることであ

る．（4）式では上付き添え字の力が仮想ケース

研　　究

を，αが現実を表し，左辺のヵ／αが現実と比較

した仮想ケースの指数であることを示している．

また，30－34歳年齢層のみを対象にして指数を

作成していることを明示するために，下付き添

え字に30－34を追加している．なお，就業者数

を七ンアワーに変換するための！人当たり平均

労働時間とコストシェアを計算するための時間

当たり賃金率は，J1Pデータベースから，全
国・全産業べ一スの30－34歳の性別・学歴別の

労働時間と時問当たり労働コストをそれぞれ使
った．

㎏晦一倉／古ω馬去ω刈

　　　　　　f1o9一己島一34、、珊一109一己島二34，m］　　（4）

　この（4）式から求められる指数は，都道府県

を超える労働移動が起こらなかった場合に一ば各

都道府県の人的資本の総量が現実の何倍になっ

ていたかを示す．したがって，この指数が1よ
り大きければ人的資本流出地域，指数が！より

小さければ人的資本流入地域である．図5はこ

の結果を対数を外した何倍の表示で，ユ990年

と2000年について同時に示し，1990年の人的
資本流出指数が大きい県から順に並べたもので

ある．1990年から2000年にかけての10年間
で人的資本流出指数の順位の変動はあるものの，

首都圏など大都市圏に対して人的資本の流入が

続いており，多くの地方の県は人的資本流出地

域であることに変わりはない．ただ，この！0
年間でこうした傾向は幾分弱まり，地方のなか

でも長野県など人的資本の流出県から流入県に

転じる地域も現れるようになってきている．

　また，人的資本の質に対する影響は、次の
（5）式のように人的資本量の指数を，30－34歳

労働投入マンアワー単純合計の実績値に対する
仮想値の比率（工銚4。）で割ることによって（対

数では引き算で）求めることができる．

　　1・9脇㍑＝1・9砥絶。，肝一1・9脇㍑（与）

この結果を，図5と同様の方法でグラフにした

のが，図6である．人的資本の質への影響の観

点からみると，東京，神奈川，千葉，埼玉など

の首都圏が人的資本の質を高める方向の人材流

入が生じている地域である二とは予想通りだが，

人材流出県の影響指数の順位は先にみた総量の

場合とは幾分異なっており，地域の様々な特性

を反映したものとなっている．例えば，人的資

本の総量の点からはむしろ人材流出県と言って

よい沖縄（特に1990年）では，人的資本の質を

高める方向の労働移動が生じており，他の多く

の人材流出県とは異なり，学歴の相対的に低い

労働者がより積極的に他地域に職を求めて移動

している．また，大阪は人的資本の総量の点か
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　図5．若年者労働移動の人的資本の総量への影響（労働移動のない仮想ケースで人的資本総量が現実の何倍か）
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　図6．若年者労働移動の人的資本の質への影響（労働移動のない仮想ケースで人的資本の質が現実の何倍か）
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らは人材流入地域であるが，その結果として人

的資本の質の低下が生じており，学歴の相対的

に低い労働者が流入している（この傾向は1990

年には顕著であったが，2000年には．止まって
いる）．

　図7と図8は，こうした若年者労働移動が，
地域問の人的資本の偏在を拡大する効果を持っ

ているのか否かを，人的資本の総量と質に対す

る影響それぞれにみたものである、グラフの横

軸には，20年前の時点での人的資本の質格差
指数（東京＝1）をとり，縦軸に若年者労働移動

の影響指数をとって各都道府県のデータをプロ

ットしている．まず図7は，人的資本の総量へ

の影響指数を縦軸にとったもので，1990年と

2000年の2つのグラフを並べている．1990年

でも2000年でも明瞭に負の相関が観察される
こ一とから，人的資本の質が低い地域は人的資本

流出地域に，人的資本の質が高い地域は人的資

本流入地域になる傾向があることが分かる、こ

の結果から，人的資本の総量の観点からみれば，

当初予想したように，若年者の労働移動によっ

て地域問の人的資本の偏在が一層拡大されてい

ることが確認された．

　ところが，図8で，今度は縦軸に人的資本の

質への影響指数をとってみると，図7でみたよ

うな相関はもはや観察されない．1990年，
2000年共に，若年者労働移動によって人的資
本の質が高まっている地域（影響指数が1より

小さい地域）も，人的資本の質が低下している

地域（影響指数が1より大きい地域）も，20年
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1990年時点の30－34歳
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図7．人的資本総量の集中効果の有無

　　　　　　　2000年時点の30－34歳
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前の時点での人的資本の質格差指数の上位から

下位まで広くばらついている．以上のことから，

若年者労働移動の影響は，人的資本の総量の面

では，より人的資本の質の高い地域に集中する

傾向が確かに働いているものの，人材の流出，

流入双方で地域特性があり，相対的に学歴の低
い労働者が積極的に他地域に移動する地域があ

ったり，こうした労働者を積極的に受け入れる

地域があったりして，全国的に共通する傾向は

みられなかった．

　最後に，こうした若年者労働移動によって生

じた人的資本の質格差に対する影響は，当初観

察された地域間の人的資本の質格差の大きさと

比較して，十分に大きな影響であると言えるだ

ろうか．第3節でみたように，この40年間で
人的資本の質の地域間格差は大きく縮まってき

たもののなお最近年でも3割程度の格差が残っ

ている．これに対して，若年者労働移動の影響

によって，1990年時点で，最も人的資本の質
が低下した愛媛県（低下度合いは影響指数の逆

数で0．96倍）と，最も人的資本の質が上昇した

埼玉県（同様に！．04倍）を比較しても8パーセ

ント程度の格差を説明できるに過ぎない（図6）．

その一方で，1990年と2000年を比べると，こ
の10年の経過のなかで，人的資本の総量の面
では若年者労働移動の影響が幾分小さくなる傾

　1．o8

　1．o日

影　　ユ。04

饗冒
棄ユ㎝

薄ギ
∵：：

　o．94
　　　0，70　　　0，75　　　0．日O　　　　O．8…　　　O．旦O　　　　O．里量　　　　ユ．00

　　　　　　　人的資木の資格差（東京＝1〕

向がみられるのに対して，人的資本の質の面で

はむしろ労働移動に伴う影響が大きくなる傾向

がみられる．これは，近年の経済のサービス化，

知識集約型への転換に伴うものと考えられ，今
後の注意が必要であろう．

　　　　　　　5．おわりに

　本論文では，Caves，Christensen，Diewert
（1982）が提案した指数作成方法を使って，学歴

だけでなくその他の労働投入属性も同時に考慮

しながら地域間の人的資本の量と質を相対比較

する方法を提案し，r国勢調査」のデータを使
って地域間の人的資本の質格差指標を計算した．

この指標を使って，1970年から最近年までの
日本の人的資本の質の地域間格差の変化をみた

ところ，この40年間で人的資本の質の地域間
格差は縮小してきているものの，なお3割程度

の格差が残存していることが分かった．また，

こうした地域間の人的資本格差は労働生産性格

差と明瞭な正の相関を持っており，両者の関係

はむしろ近年強まってきている．

　次に，人的資本の質の地域間格差を属性で要

因分解したところ，1970年時点では学歴に加
えて産業立地要因が重要な地域問格差の発生原

因となっていたが，その後の40年間で産業立
地要因は剥落し，学歴要因のみが残存する人的
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資本の質の地域問格差の主要要因となっている．

産業立地要因の剥落の理由としては，賃金格差

に関する先行研究で指摘されてるように産業間

の賃金格差が近年縮小してきていることに加え

て，同一産業内で人的資本の大きな地域間格差

を持っていた非製造業の分野がこの40年間で
格差縮小傾向を示してきたことが挙げられる1

　都道府県を超えた若年者の労働移動に対する

積極性が学歴の高低によって偏りがある場合に

は，観察される地域問の人的資本格差の一部は，

そうした若年者労働移動によって説明できるか

もしれない．このことを検証するために，本論

文で使った指数作成方法を応用して，どの程度

の人的資本の総量と質の地域間格差が若年者労

働移動によってもたらされているかを計算した．

その結果，若年者労働移動は，地域の人的資本

の総量面では大きな影響を与えており，地域間

の人的資本の偏在をもたらしていることが確認

さ札た．しかし，人的資本の質の面に注目する

と，必ずしもそうした傾向はみられず，またそ

の影響の大きさもきほど重要ではないことが分
かった．

　以上のことから，各地域の人材育成力そのも

のが地域間の人的資本格差に決定的な重要性を

持っていることが容易に推察される．このこと

は，これからの日本で比較優位を持ち続ける産

業分野が知識集約型の分野であると予想される

下で，真剣に認識しておくべき事実であろう．

なお，本論文で考慮できなかった労働属性の情

報として職種があり，これを考慮して同じ分析

を行ったとき結果が頑健であるかどうかについ

ては今後の課題としたい．

　　　（信州大学・一橋大学・一橋大学・一橋大学）
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准教授，塩路悦朗一橋大学教授をはじめ参加者の方々，

　また経済産業研究所DP検討会で有益なコメントをい

ただいた藤田昌久所長をはじめ参加者の方々に深く感
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　1）標準的な人的資本量の計測方法では，労働者の

賃金の対数値を就学年数とその他の属性に回帰させる

Mncer（1974）の式を推定して，就学年数が1年延び

れば賃金が何パーセント上昇するか（学校教育の収益

率）を求め，学校教育の収益率＝φ，平均就学年数＝s，

就業者数＝工，人的資本の量＝Hとして，人的資本量

を∬＝exp（φ∫）Lと求める．この場合，人的資本の

質は∬μ＝exp（φS）となる．学校教育の収益率計測

については，Card（1999）のサーベイがある．

　2）　日本の都道府県別の人的資本指標作成について

は，深尾・岳（2000）は都道府県別の性別，学歴別就業

割合に対応する賃金のウェイトを掛けて作成している．

Shioji（2001）もほぼ同様な方法で，学歴と年齢の属性

を考慮して都道府県別の人的資本指標を作成している．

われわれの研究は，同時により多くの属性を考慮して

いることに加えて，指数の作成方法をCaves，Chris－

tensen　and　Diewert（1982）に基づいたより洗練された

方法を採用している．

　3）本研究は，地域産業別生産性（R－JIP）データベ

ース作成の一環として行われている．地域間の相対生

産性（TFP）を計測するうえで，地域間の労働投入の

質の違いの調整が必要となるが，それも本研究の方向

性を規定している．

　4）労働者の属性別労働生産性格差については，ミ

クロデータを使った生産関数推計に基づく研究が行わ

れており，こうした研究から労働生産性格差と賃金格

差との乖離も確認されている．海外の研究には，HeL

］erstejn　and　Neumark（ユ995），　He1］erstein　and　Neu－

mark（1999）、He…1erstein，Neuma氏　㎜d　Troske

（1999）などがある．胃本の研究では，川口・神林・

金・権・清水・深尾・牧野・横山（2007）が年功賃金と

の比較に焦点を当てた研究を行っている．また，徳

井・牧野・高橋（2009）は，自営業就業者の労働生産性

に焦点を当てた研究を行っている．また，Kodama
and　Odホi（2012），児玉・小滝（2010）も参照．

　5）ただし，Mlncer（1974）式の推定に基づく人的

資本量の言子測でも，やはり学歴間の賃金格差を生産性

格差の情報として利用しており，同様の指摘が当ては
まる．

　6）より詳しい指数の導出とそのために必要な仮定
については，徳井・牧野・児玉・深尾（20ユ3）を参照さ

れたい．

　7）ただし，ソロー・モデルは1部門であり，人的

資本の豊富な賦存は投資を促し資本装備率を高めるこ

とによって高い労働生産性がもたらされる．現実には，

要素集約度の異なる複数の産業があるので，メカニズ

ムはそれほど単純ではない1地域間の人的資本質格差

と資本装備率をプロットしてみると，1970年から

1990年までは弱い正の相関がみられるが，2000年以
降はこうした関係はみられなくなっている．

　8）　このように，過去40年間で地域間の人的資本

の質格差は縮小がみられたが，それと並行して，小さ

な人的資本の質格差が大きな労働生産性格差をもたら

すようになって，相反する2つの力が働いているよう

にみえる．われわれは，1970年から2008年までの各
年について地域間経済規模格差を測るタイル指数を作

成し，これを労働生産性と労働投入のボリュームに分

解した、その結果，タイル指数の推移は，1970年か

らユ980年代半ばにかけて徐々に低下し地域間格差が

縮小していったのに対して，1980年代末から最近年

にかけては再び徐々に拡大し，2008年には1970年代

初頭の状態に戻っている．この間，労働生産性要因は

概ね低下傾向にある一方で，労働投入量のボリューム

の要因が上昇傾向にあった．こうしたなかで，ユ980

年代半ばまでは，前者の労働生産性の均一化要因が後

者の労働投入の集中要因を上回り，地域間格差の縮小

に寄与した、これに対して，1980年代末以降は，労

働投入のボリュームの面での集中傾向が強まる一方で，

労働生産性の均一化傾向が徐々にみられなくなってい

った（2000年代に入ってむしろ若干拡大傾向もみせて
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いる）結果，地域間経済規模の格差拡大をもたらすよ

うになっている．この部分の分析の詳細については，

徳井・牧野・児玉・深尾（2013）を参照．

9）こうした研究報告としては，Bo卯amo　and
Kambayashi（2006）及びKambayashエKaWagμchi，釦d

Yokoyama（2008）を参照．

　ユO）　われわれは人的資本の質の格差指数を都道府

県×産業別にも作成し，その結果を3次元の立体グラ

フに表示したが，そこからも産業間の人的資本の格差

が近年になるほど小さくなってきていることを確認す

ることができる1この詳細は，徳井・牧野・児玉・．深

尾（2013）を参照．

　11）全期間を通じて産業要因が多くの地域でプラ

スとなっており，産業構造の変化が人的資本の質を向

上させる方向で寄与していたことを意味する．ここで

一つ興味深いのは，期間を1990年までとそれ以降に

分けた要因分解をみると，！990年までの前半の期問

の方がこの効果は大きく，1990年以降の期間では多
くの都道府県でこの効果の縮小がみられることである．

　12）　われわれは，東京都の食料品製造業を基準の

1として，他の地域，他の産業で投入されている人的

資本の質がその何倍かを測る指数を作成した．その方一

法の詳細については，徳井・牧野・児玉・深尾（2013）

を参照．

　ユ3）Shioji（2001）は，学歴及ぴ年齢から構成される

地域別人的資本の指標の変化を，地域別の純移入率と，

その他のコントロール変数に回帰させている．その結

果，，純移入率の効果は地域の人的資本の変化にプラス

の効果を持っており，より高い人的資本を持った労働

者の移動と言う仮説を支持する結果を得ている．ただ

し，その効果は所得格差以東のパズルを解決するほど

大きなものでないことも示されている．
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